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2026年 福島県立医科大学
『県民健康調査』国際シンポジウム

被爆80年ー被爆者からのメッセージと

レガシー、そしてこれから

日米共同研究機関

（公財）放射線影響研究所

理事長 神谷研二

2026年3月12日（木）, 福島市

セッション２ 被災地の未来－明日に向かって
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ABCC／放影研の沿革
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原爆傷害調査委員会
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白血病、固形がん、及び非がん疾患の発症パターン

非がん疾患
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放影研 update vol.14,1,pp23, Spring 2003,      放射線影響研究所ホームページ：寿命調査



原爆被爆者と被爆二世に認められた主要な所見
 ー要約ー

⚫ 被爆者における放射線の身体的影響

       白血病：多くは被爆後早期に発症

       固形がん：多くは 「がんになり易い年齢（高齢）」での

         晩発性発症

       非がん疾患：急性期と晩発性の発症（白内障、甲状腺疾患など）

⚫ 胎内被爆者には、知的障害、成長障害、固形がん（女性）の増加

⚫ 被爆二世における遺伝的影響 

  がん：現時点まで有意な増加は認められていない

     非がん疾患：現時点まで有意な増加は認められていない

現在までの調査で被爆者に認められた後障害



ABCC-放影研の大規模疫学調査集団

原爆

1950                1958 1980          2000          2020         2040      2060

統合研究開始国勢調査
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成人健康調査（AHS）(24,000）
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被爆二世調査(F1) (77,000)        死亡率(死因) 調査
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原爆被爆者の放射線量評価システム； DS02R1

広島 長崎爆心地    2 km  3 km 爆心地 2 km 3 km
被ばく線量: 0 – 1000 mGy+

Cullings HM et al. Health Phys. 2017; 112(1): 56-97.   https://doi.org/10.1097/HP.0000000000000598

https://doi.org/10.1097/HP.0000000000000598


被ばく線量と固形がんの死亡リスクとの関係
寿命調査；1950–2003

⚫がんのリスクは、被爆線量に

対し直線的に増える

⚫１Gyでがんリスクは約1.5倍

⚫低線量域ではばらつきが大き

くリスクの増加は有意ではない

被爆線量（Gy, 荷重吸収結腸線量）
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どの様な「がん」が増えたか？（がん罹患率における放射線リスク）

a)

b)

寿命調査；1958-2009

Kamiya K et al. 

Carcinogenesis, 46,1-11,

2025
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1Gy当たりの性平均相対リスク ( 95%C.I.)
a) Analysis for the period of 1958-2005. 

b) Analysis for the period of 1958-1996. 

増加した固形がん

⚫ 食道がん
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⚫ 肝臓がん
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https://doi.org/10.1093/carcin/bgaf047

https://doi.org/10.1093/carcin/bgaf047


原爆被爆者における甲状腺がんリスクの被爆時年齢による違い

Imaizumi et al. JAMA 295:1011-1022, 2006

2000-2003年に検診を受けた4,091人の原爆被爆者を対象

0

8

2

4

6
1
S
v当
た
り
の
被
ば
く
で
癌
に
な
る
リ
ス
ク

過
剰
オ
ッ
ズ
比

/
 G

y

被ばく時年齢

甲状腺がん

5 15 25

が
ん
の
リ
ス
ク



がんリスクの被爆時年齢による違い（寿命調査, 1958-2009）
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Utada M, et al. JNCI, 2019

高感受性の年齢の窓
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Brenner AV, et al. Radiat Res, 2018
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到達年齢50歳

▲

初経年齢
12歳

14歳

16歳

18歳

※

◆初経年齢（↑平均値）の直前で被爆した人で

リスクが高い※

乳がん

◆ 初経年齢頃に被爆した人のリスクが大きい （▲）

◆ 若くして初経を迎えた人のリスクが大きい (※）



被爆者の調査結果は、国際機関を通じて世界の放射線防護に貢献

UNSCEAR ICRP IAEA

原子放射線の影響に関する
国連科学委員会

国際放射線防護委員会 国際原子力機関

放射線防護に関
する種々の原則

国際基本安全基準

加盟国（180カ国）

放射線安全の
法規制

◆ 公衆被ばく
◆ 職業被ばく
◆ 医療被ばく

http://www.unscear.org/images/publications/c_2000_v1_m.jpg

-広島・長崎の被爆者のデータ
（放影研） 

-放射線治療を受けた患者のデータ
-放射線業務従事者に関するデータ
-その他のデータ

http://www.unscear.org/docs/publications/2000/UNSCEAR_2000_Report_Vol.I.pdf


様々な分野で放射線が安全に利用されています

◆安全な環境で作業できるよう、年間の被ばく線量限度が法令で制定

◆被ばく線量限度の決定には放影研の調査結果が利用

品種改良

害虫駆除

ジャガイモ
発芽防止

大学
研究所

各種
工場

原子力
発電所

医療農業

輸血用血液製剤

殺菌・減菌

がん治療

診断： CTスキャン, X線

照射後２か月放置



被爆者と被爆二世の協力で得られた成果と貢献

◆成果は、UNSCEAR、ICRPやIAEAの国際機関が構築する国際放射線防護体
系の最も重要な科学的なデータとなり、人類を放射線の被害から防護している。

◆この成果は、各国での放射線影響に関する正しい理解の促進や福島事故等
でのリスクコミュニケーションで使用されている不可欠な基礎資料になっている。

◆この成果は、被爆者の援護施策の科学的な基盤となっており、健康管理、診
断及び予防に活用されている。

◆被爆者と被爆二世の大規模な疫学的、臨床的調査により、原爆放射線の
長期健康影響の実態が解明された。



被爆者と被爆二世の皆様への感謝

放影研は、被爆者および被爆二世の皆様への深い感謝の念を胸に、

信頼関係を築くことを調査の基盤として調査を進めてまいりました。

感謝状感謝の盾

ABCC-放影研設立70周年記念 2017年6月
放影研設立50周年記念誌
「放射線影響研究所 50年の歩み」

冒頭記事  2025年6月

放影研の調査研究に
ご協力いただいております皆さまへ



被爆者から学んだこと

被爆者と被爆二世の協力によって得ら

れた知見が、国内外の人々にどの様に

共有されているか？

～今問われていること～



1号機   3月12日

3号機   3月14日

2, 4号機  3月15日

発電所を襲った津波の最高長は14m以上
（Max. 39 m at Taro town）

福島第一原子力発電所事故

2011年3月11日に事故発生

水素爆発等の発生と
放射性物質の放出

出典：TEPCO東京電力ホールディングス
出典：TEPCO 東京電力ホールディングス



地元紙が報道する住民の不安と風評被害

福島民報
平成23年4月15日
（共同通信配信）

福島民報
平成23年4月22日掲載

地元紙にみる県民の戦い

福島民友
平成23年4月1日掲載



名称 対象 対象者数 調査・回答方法

基本調査

詳細調査

甲状腺検査

健康診査

妊産婦に関する調査

こころの健康度・
生活習慣に関する調査

震災時の福島県居住・滞在者

先行検査：
震災時おおむね18歳以下の全県民

避難区域等の13市町村住民
（上記以外は県事業で実施）

本格検査：
上記に加え、平成23年4月2日～
平成24年4月1日生まれの方

避難区域等の13市町村住民

本調査：
県内で母子手帳を交付された方、
県内で分娩した方

フォローアップ調査：本調査に回答された方

約206万人

約36.8万人

約38.1万人

約21万人

約21万人

問診票記入
→郵送

学校/医療機関
/会場で受診

医療機関/市町村

の健診会場等で
受診

調査表記入
→郵送
またはWeb回答

調査表記入
→郵送
またはWeb回答

県民健康調査の概要

■調査の種類（事故後4ヶ月間の外部被ばく線量を推計する基本調査と健康状態を把握する詳細調査）

各年度 

1.2～1.6万人
各年度 

5～7千人
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対象者 ：466,972人 

  最高値：25mSv

平均値：0.8mSv

  中央値：0.6mSv

0.3
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31.6
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2mSv

未満
93.8%
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未満
99.8%

事故後4か月間の外部被ばく実効線量の概要

基本調査【結果】 第45回 福島県「県民健康調査」検討委員会

検討委員会：これまでに得られている科学的知見に照らして、統計的有意差をもって
確認できるほどの健康影響が認められるレベルではないとの見解

令和4年3月31日現在



東日本大震災に関連する震災関連死と自殺者の累積死亡者数
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*1 注：復興庁「東日本大震災における

災害関連死に関する報告」 
(2012,p.15)を基に作成

*2 注：厚生労働省「平成30年版 自殺対策

白書」を基に作成

*1 

*2 

*1,2:福島県「県民健康調査」報告書2011~2020,p.7-8.



被爆者から学んだこと

人々は放射線の健康影響をどの様に
受け止めているか？

～遺伝的影響に関する人々の受け止め方を例に～



ABCC-放影研に於ける遺伝的影響の調査

調査期間 調査内容

① 1948-1954 出生時障害（妊娠終結異常）77,000 人

② 1948-1962 被爆者の子供における男女比

③ 1967-1985 被爆者の子供における染色体異常

④ 1975-1985 被爆者の子供における血液蛋白質の変異

⑤1985- today DNA 調査

⑥ 2021 ① の出生時障害データの再解析

⑦ 1948- today
被爆者の子供におけるがん罹患率（～1997）、死亡率（～2009）、
および生活習慣病有病率（2002～2006）



被爆二世のがんによる死亡の調査 
1958～2009年（2015年論文）
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二世の平均年齢は60歳代でこれからも調査が必要（死亡は5%くらい）

Grant EJ, et al.: Lancet Oncology,16(13),1316-1323,2015

1946–1984 年生まれの7万人余の被爆二世についての1958 年から2009 年までの追跡



親の放射線被ばくと被爆二世の生活習慣病有病率との関連

父親被爆

母親被爆

両親被爆

1つ以上疾患あり 高血圧 高コレステロール血症 糖尿病 狭心症 心筋梗塞 脳卒中
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Tatsukawa Y. al. J. Radiol Prot. 33,281-293,2013

(2002-2006, 平均年齢48.6歳)



こころの健康度・生活習慣に関する調査【結果】

放射線リスク認知（次世代影響）の割合の年次推移
    （一般：16歳以上）

第45回、第56回 福島県「県民健康調査」検討委員会 （2022年9月1日,2025年7月25日）
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「GuGuRuプロジェクト」

なぜ必要ですか？
放射線の健康・遺伝影響に関する不安

を減らすために、科学的に今わかって

いることを共有し、理解の輪を広げてい

くことが大切だと考えています

（2021年7月15日、東京）

https://www.env.go.jp/chemi/rhm/portal/communicate/
環境省ホームページ



全国の放射線の遺伝的影響に関する認知の経年的変化

“ぐぐる プロジェクト”

https://www.env.go.jp/chemi/rhm/portal/communicate/

0% 20% 40% 60% 80% 100%

FY2024

FY2023

FY2022

FY2021

FY2020

放射線遺伝的影響に関する認知の経年的変化

起こる可能性は極めて低い 起こる可能性は低い

起こる可能性は高い 起こる可能性は極めて高い

環境省ホームページ



日米共同研究機関 放射線影響研究所

被爆者から学んだこと



被爆アオギリ二世の植樹式
（放影研設立30周年記念行事）

坪井被団協
理事長

大久保理事長

20年後の現在の被爆アオギリ二世



被爆者からの２つのメッセージと
レガシー

◆～核兵器の廃絶～

◆～ふたたび被爆者をつくらない～

➢ 自らの健康被害の解明を科学に委ね、調査に協力することで得られ
た知見は、放射線から人々を守るための放射線防護の基盤となり、
今では人類全体のレガシーとなっています。

➢ 自らの体験を語ることで、核兵器のない平和な世界の実現に向けた
行動を先導して戴きました。



ご清聴ありがとうございました。

広島平和記念公園 長崎平和公園 

放射線影響研究所
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